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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。

新 日 鐵 住 金 株 式 会 社
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第93期

第２四半期
連結累計期間

第94期
第２四半期
連結累計期間

第93期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (百万円) 2,745,096 2,903,468 5,668,663

経常利益 (百万円) 157,634 151,545 297,541

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 99,153 141,282 195,061

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 166,741 74,982 299,598

純資産 (百万円) 3,411,338 3,547,652 3,515,501

総資産 (百万円) 7,440,552 7,751,931 7,526,351

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 112.33 160.07 221.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 41.1 41.1 41.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 214,045 121,936 458,846

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △192,817 △202,568 △353,419

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △5,636 102,143 △89,190

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 109,788 129,618 111,779

回次
第93期

第２四半期
連結会計期間

第94期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 31.49 50.90

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いない。

２ △はマイナスを示す。

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

４ 「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっている。

------------------------------------------------------------------------------------------------------

(注) 本報告書記載の金額には、原則として消費税及び地方消費税は含まれていない。なお、会計処理は税抜方
式によっている。
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２ 【事業の内容】

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び398社の連結子会社並びに111社の持分法適用関連会社に

より構成され、その事業は製鉄事業、エンジニアリング事業、化学事業、新素材事業及びシステムソリューション

事業です。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりです。

　

（製鉄事業/主要な連結子会社）

Ovako AB社は、平成30年６月１日に当社が同社株式を100％取得したことにより、当社の主要な連結子会社と

なりました。また、当社の主要な連結子会社であった日鉄住金鋼鉄和歌山㈱は、当社を存続会社、同社を消滅会

社とする吸収合併により、平成30年４月１日をもって解散しました。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書（第93期有価証券報

告書）に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の概況

当第２四半期連結累計期間の世界経済は、中国において景気が概ね安定的に推移し、米国において景気が堅調を維

持したことに加え、欧州及び新興国においては緩やかな景気回復が継続したことから、全体として底堅く推移しまし

た。

日本経済は、雇用・所得環境の改善が続いたほか、設備投資の増加がみられたことから、緩やかな回復が継続しま

した。

　

（セグメント別の業績概況）

こうしたなか、当社グループは、各セグメントにおいて、各社がそれぞれの事業環境変化に対応しながら、収益改

善に努めてまいりました。

当第２四半期連結累計期間における各セグメント別の業績の概況は以下のとおりです。

　 （単位:億円）

売上高 経常利益

当第２四
半期連結
累計期間

前第２四
半期連結
累計期間

当第２四
半期連結
累計期間

前第２四
半期連結
累計期間

製鉄 25,570 24,380 1,266 1,287

エンジニアリング 1,613 1,341 29 19

化学 1,057 983 125 93

新素材 202 179 12 11

システムソリューション 1,246 1,165 115 107

合計 29,690 28,049 1,549 1,519

調整額 △655 △598 △33 56

四半期連結損益計算書計上額 29,034 27,450 1,515 1,576

＜製鉄＞

鉄鋼需要については、国内では、自動車向けや産業機械向けを中心に堅調に推移し、海外では、全体として増加基

調をたどりました。また、国内外の鉄鋼市況については、底堅い需要を背景に、概ね高い水準を維持しました。この

ような事業環境のなか、売上高は増加した一方で、スクラップ・合金等の副原料価格、資材費、物流費等の上昇を踏

まえた鋼材価格の改定を含む「再生産可能な適正価格」の実現に向けた取組みの継続や、コスト改善を推進したもの

の、豪雨・台風等の自然災害や当社及びグループ会社の在庫評価差の影響等があり、損益はほぼ横ばいとなりまし

た。製鉄セグメントとして、売上高は対前年同四半期連結累計期間で増収の２兆5,570億円、経常利益は対前年同四半

期連結累計期間で減益の1,266億円となりました。

　

＜エンジニアリング＞

新日鉄住金エンジニアリング㈱については、原油価格の上昇、海外鉄鋼メーカーの投資再開等、徐々に事業環境が

改善しつつあります。また、建築や環境分野等の国内向けの事業環境が堅調であったこと、着実なプロジェクト実行

管理の下で工事等が順調に進捗したことから、売上高・損益ともに増加しました。エンジニアリングセグメントとし

て、売上高は対前年同四半期連結累計期間で増収の1,613億円、経常利益は対前年同四半期連結累計期間で増益の29億

円となりました。

　

＜化学＞

日鉄ケミカル＆マテリアル㈱（平成30年9月末まで新日鉄住金化学㈱）については、コールケミカル事業におけるニ

ードルコークス、化学品事業におけるスチレンモノマーの需給環境が引き続き好調に推移したこと、また、機能材料

事業における液晶ディスプレイ向けレジスト材料、エポキシ事業における電子材料向けエポキシ樹脂の販売が堅調に

推移したことから、売上高・損益ともに増加しました。化学セグメントとして、売上高は対前年同四半期連結累計期

間で増収の1,057億円、経常利益は対前年同四半期連結累計期間で増益の125億円となりました。
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＜新素材＞

日鉄ケミカル＆マテリアル㈱（平成30年9月末まで新日鉄住金マテリアルズ㈱）については、半導体・電子産業部材

において、ハードディスクドライブ用サスペンション材向けの金属箔の販売が引き続き好調に推移しました。また、

環境・エネルギー部材において、新興国での需要を捕捉したメタル担体の販売が拡大し、炭素繊維複合材においても、

土木分野での収益を着実に確保しました。市場競争激化の影響は受けたものの、売上高・損益ともに増加しました。

新素材セグメントとして、売上高は対前年同四半期連結累計期間で増収の202億円、経常利益は対前年同四半期連結累

計期間で増益の12億円となりました。

　

＜システムソリューション＞

新日鉄住金ソリューションズ㈱については、幅広い業種の顧客に対し、先進的なソリューション・サービスを含め

たシステムの企画、構築、運用・保守を一貫して提供しております。当期は、顧客の業務高度化ニーズ等による旺盛

なシステム投資を背景に、好調な事業環境が継続するなか、IoTを活用したソリューションの提案、AIを活用したデー

タ分析プラットフォームの展開を推進したこと等から、売上高・損益ともに増加しました。システムソリューション

セグメントとして、売上高は対前年同四半期連結累計期間で増収の1,246億円、経常利益は対前年同四半期連結累計期

間で増益の115億円となりました。

　

（売上・損益）

当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は対前年同四半期連結累計期間で増収の２兆9,034億円、営業利益は対

前年同四半期連結累計期間で減益の867億円、経常利益は対前年同四半期連結累計期間で減益の1,515億円及び親会社

株主に帰属する四半期純利益は対前年同四半期連結累計期間で増益の1,412億円となりました。なお、当社グループ

は、平成31年３月期決算から国際財務報告基準（以下IFRS）を任意適用することとしており、IFRSに基づく第２四半

期連結累計期間の業績は、売上収益は２兆9,400億円、事業利益は1,580億円、親会社の所有者に帰属する四半期利益

は1,170億円（全て概算値）となりました。

　

(2)当第２四半期連結会計期間末の資産、負債及び純資産並びに当第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末の連結総資産は、Ovako AB社の子会社化等があり、たな卸資産の増加（1,283億円）、

有形・無形固定資産の増加（1,039億円）等により、前期末（７兆5,263億円）から2,255億円増加し７兆7,519億円と

なりました。

　負債については、有利子負債が２兆3,474億円と前期末（２兆689億円）から2,784億円増加した一方、流動負債のそ

の他の減少（818億円）等があり、前期末（４兆108億円）から1,934億円増加し４兆2,042億円となりました。

　純資産については、親会社株主に帰属する四半期純利益1,412億円による増加、配当金の支払いによる減少（353億

円）に加え、その他有価証券評価差額金の減少（171億円）、為替換算調整勘定の減少（554億円）等により、前期末

（３兆5,155億円）から321億円増加し３兆5,476億円となりました。なお、当期末の自己資本は３兆1,870億円となり、

有利子負債自己資本比率（D/Eレシオ）は0.74倍となりました。

　当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益1,592億円に

減価償却費（1,843億円）の加算や投資有価証券売却益（287億円）の控除等を調整した収入がある一方、たな卸資産

の増加（1,418億円）や法人税等の支払い（460億円）等もあり、1,219億円の収入となりました。投資活動によるキャ

ッシュ・フローは、設備投資による支出（1,904億円）、Ovako AB社の子会社化を中心とした関係会社株式の取得によ

る支出（472億円）がある一方、投資有価証券の売却による収入（411億円）等もあり、2,025億円の支出となりまし

た。この結果、フリーキャッシュ・フローは806億円の支出（前年同期は212億円の収入）となりました。財務活動に

よるキャッシュ・フローは、有利子負債の増加（2,784億円）に対し、前期末の配当（353億円）等により、1,021億円

の収入となりました。以上により、当期末における現金及び現金同等物は1,296億円となりました。

　

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題

世界経済は、米国において景気が引き続き堅調に推移し、中国において景気が鈍化傾向ながら概ね安定的に推移す

ると想定されること等から、全体として緩やかな成長を維持するものと期待されます。

日本経済は、雇用・所得環境の改善が継続し、回復基調を維持するものと見込まれます。
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国内鉄鋼需要及び市況については、引き続き堅調に推移するものと見込まれる一方、海外の鉄鋼需要及び市況につ

いては、米中貿易摩擦の動向等、米国の保護主義的政策に伴う世界経済への影響等により不透明感が増しており、今

後の動きを注視する必要があります。

こうしたなか、平成30年度通期の連結業績については、豪雨・台風等の自然災害や当社及びグループ会社の在庫評

価差の影響等はあるものの、全社を挙げた設備・操業安定化対策の推進、スクラップ・合金等の副原料価格、資材費、

物流費等の上昇を踏まえた鋼材価格の改定を含む「再生産可能な適正価格」の実現に向けた取組み、コスト改善の着

実な実行等、最大限の経営努力を継続することにより、第１四半期決算発表時（平成30年８月２日）と同様に、連結

事業利益（IFRSベース）3,500億円を目指したいと考えております。

（注）上記の見通しには、平成30年11月２日の平成30年度第２四半期決算発表時点の将来見通し・計画に基づく予測

が含まれている。実際の業績は、今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性がある。

（利益配分に関する基本方針及び当第２四半期末の剰余金配当）

当社は、業績に応じた利益の配分を基本として、企業価値向上に向けた投資等に必要な資金所要、先行きの業績見

通し、連結及び単独の財務体質等を勘案しつつ、第２四半期末及び期末の剰余金の配当を実施する方針と致しており

ます。「業績に応じた利益の配分」の指標としては、連結配当性向年間30％程度を目安と致します。なお、第２四半

期末の剰余金の配当は、中間期業績及び年度業績見通し等を踏まえて判断することとしております。

当第２四半期末の剰余金の配当については、上記方針に従い、第１四半期決算発表時（平成30年８月２日）に公表

致しましたとおり、１株につき40円（連結配当性向（IFRSベース）30.2％）とさせていただくことと致しました。

当期末の配当については、第３四半期決算発表時に、年度業績見通し等を踏まえて判断し、公表する予定です。

　

（財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針に関する事項）

　当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を次のとおり定めております。

　

＜当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針の内容＞

　当社グループは、常に世界最高の技術とものづくりの力を追求し、優れた製品・サービスの提供を通じて社会の発

展に貢献することを企業理念に掲げ、この理念に基づき経営戦略を立案・遂行し、競争力・収益力を向上させること

により、企業価値ひいては株主共同の利益の向上を目指しております。

　この企業理念・経営戦略が当社株式の大量買付け行為等によってゆがめられ、当社の存立・発展が阻害されるおそ

れが生じるなど、企業価値が毀損され、ひいては株主共同の利益が損なわれることのないよう、当社は、必要な措置

を講じることと致しております。

　当社は、第三者から当社株式の大量買付け行為等の提案（以下、「買収提案」といいます。）がなされた場合、こ

れを受け入れるか否かの最終的な判断は、その時点における株主の皆様に委ねられるべきものと考えております。他

方で、買収提案の中には、当社の企業価値や株主共同の利益に対し明白な侵害をもたらすおそれのあるもの、株主の

皆様に当社株式の売却を事実上強要することとなるおそれのあるもの等が含まれる可能性があると考えております。

　従って、当社は、第三者から買収提案がなされた場合に株主の皆様にこのような不利益が生じることがないよう、

明確かつ透明性の高いルールを備え置き、実際に買収提案がなされた場合には、株主の皆様が必要な情報と相当な検

討期間をもって適切な判断（インフォームド・ジャッジメント）を行えるよう環境を整えることが当社取締役会の責

務であると考え、『株式の大量買付けに関する適正ルール』（以下、「適正ルール」といいます。）を導入しており

ます。
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＜基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み

の概要＞

　当社は、株主共同の利益の確保・向上を目的に、適正ルールを平成18年３月に取締役会決議をもって導入しており

ますが、適正ルール導入から10年が経過した平成28年３月に、改めて適正ルールの必要性を確認するとともに、その

信頼性・法的安定性を一層高めることができるよう、その導入・更新等について事前に株主の皆様の賛同を必要とす

る仕組みに変更することとし、同年６月24日開催の第92回定時株主総会において、この変更等を反映した適正ルール

について、株主の皆様の御承認をいただきました。御承認をいただいた適正ルールの概要は、以下①から③のとおり

です。

① 買収提案者による必要情報の提出と取締役会における検討等

　当社取締役会は、当社の株券等を議決権割合で15％以上取得しようとする者（以下、「買収提案者」といいま

す。）から適正ルールに定める情報（以下、「必要情報」といいます。）がすべて提出された場合、当該買収提案者

からの買収提案が当社の企業価値及び株主共同の利益の最大化に資するか否かを検討致します（検討期間は原則12週

間）。

② 株主意思の確認手続き

　当社取締役会は、原則として、上記検討期間の満了後、買収提案を受け入れるか否かを株主の皆様に御判断いただ

くため、新株予約権の無償割当て（買収提案者に対する措置の発動）の必要性・賛否に関する株主意思の確認手続き

を、書面投票又は株主意思確認総会により行います。

　ただし、当社取締役会が必要情報を検討した結果、買収提案が当社の企業価値及び株主共同の利益の最大化に資す

ると判断した場合は、株主意思の確認手続きには進まず、また、新株予約権の無償割当ても行われません。

③ 新株予約権の無償割当てがなされる場合

　適正ルールに基づく新株予約権の無償割当ては、ア）株主意思の確認手続きにおいて、株主の皆様が新株予約権の

無償割当てに賛同された場合、イ）買収提案者が裁判例において悪質・濫用的であると例示されたグリーンメイラー

等の４類型のいずれかに該当し、その買収提案が株主共同の利益に対する明白な侵害をもたらすおそれのあるものと

取締役会が判断した場合、又はウ）買収提案者が適正ルールに定める手続きを無視したと取締役会が判断した場合に

限られます。

　なお、当社取締役会は、上記イ）又はウ）の判断にあたっては、適正ルールの運用に係る当社取締役会の判断の公

正性を確保するため、当社の社外取締役又は社外監査役のうち３名の委員で構成する独立委員会から事前に意見を取

得し、その意見を最大限尊重致します。

　

　当社の適正ルールは、当社ウェブサイトに掲載しております。

＜上記取組みについての取締役会の判断及びその判断に係る理由＞

　適正ルールは、買収提案がなされた場合に、新株予約権の無償割当ての必要性を、株主の皆様に必要な情報と相当

な検討期間をもって御判断いただくためのルール及び手続きを定めたものです。適正ルールは、買収提案を受け入れ

るか否かの最終的な判断を当社株主の皆様に委ねることにより、当社の企業価値、ひいては株主共同の利益の確保・

向上を図る目的のものであり、当社の株主の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持

を目的とするものでもありません。

　以上から、当社取締役会は、適正ルールが上記「当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する

基本方針」に沿うものであると判断しております。

　

(4)研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間における当社及び連結子会社全体の研究開発費は352億円です。
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(5)主要な設備

①主要な設備の状況

当第２四半期連結累計期間において、前連結会計年度末時点で主要な連結子会社であった日鉄住金鋼鉄和歌山㈱

は、当社を存続会社、同社を消滅会社とする吸収合併により、平成30年４月１日をもって解散し、当社和歌山製鐵

所に加わりました。これにより、旧日鉄住金鋼鉄和歌山㈱の設備が和歌山製鐵所に加わりました。

（提出会社）

（平成30年９月30日現在）（単位 百万円）

事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の内容
建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

工具、器
具及び備

品

土地
(面積千
㎡)

リース
資産

建設
仮勘定

計
従業
員数
(人)

和歌山製鐵所
（和歌山県和
歌山市、同県
海南市及び大
阪府堺市）

製鉄

鋼 片 ・ 条
鋼・鋼板・
鋼管製造設
備

66,930 85,574 6,903
43,927
(6,610)

[90]
743 32,602 236,680 3,045

（注）１ 土地（面積千㎡）の欄中［ ］内は、連結会社以外の者から賃借している土地の面積（千㎡）であり外数で

表している。

　 ２ 上表には福利厚生施設が含まれている。

　

また、当第２四半期連結累計期間において、当社がOvako AB社の株式を100％取得したことにより、以下の設備

が主要な設備に加わりました。

（在外子会社）

（平成30年６月30日現在）（単位 百万円）

会社名
事業所名
（所在地）

セグメン
トの名称

設備の内
容

建物及び
構築物

機械装置
及び運搬

具

工具、器
具及び備

品
土地

リース
資産

建設
仮勘定

計
従業
員数
(人)

Ovako AB

ホ ー フ ォ
ー シ ュ 工
場 （ ス ウ
ェ ー デ ン
国 ホ ー フ
ォ ー シ ュ
市）等

製鉄
製 鋼 ・
圧 延 設
備

7,482 21,791 - 1,676 - 4,672 35,623 2,971

（注）１ Ovako AB社の数値は、傘下会社の金額を含む。

　 ２ 従業員数は平成30年９月30日現在のものである。

　

②重要な設備の新設、除却等の計画

前連結会計年度末において計画中であった日鉄住金鋼鉄和歌山㈱本社・製造所における第２高炉及び製鋼設備の

改修については、当社による日鉄住金鋼鉄和歌山㈱の吸収合併により、会社名・事業所名が「日鉄住金鋼鉄和歌山

㈱本社・製造所」から「当社和歌山製鐵所」となりました。

改修

会社名
事業所名

所在地
セグメント
の名称

設備の内容

投資予定金額
(百万円) 資金調達

方法

着手及び完了予定

能力等

総額 既支払額 着手 完了

当社

和歌山製鐵所

和歌山県

和歌山市
製鉄

第２高炉及び

製鋼設備
115,000 98,100 借入金等

平成20年

４月

平成30年

度末頃

*

高炉容積は

3,700㎥

* 製鋼設備については、平成24年度から稼働を開始している。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等は、以下のとおりです。

契約会社名 相手方当事者 国名 内容 契約年月日 契約期限

当社 山陽特殊製鋼㈱ 日本

山陽特殊製鋼㈱の子会社化等に関

する契約

＊

平成30年８月

２日
定めなし

　

＊ 当社による山陽特殊製鋼㈱の子会社化等について

１．当社による山陽特殊製鋼㈱の子会社化等に関する契約の締結

当社及び山陽特殊製鋼株式会社（以下「山陽特殊製鋼」という。）は、平成31年３月を目途に当社が山陽特殊製

鋼を子会社化（以下「本子会社化」という。）し、当社が平成30年６月１日付で完全子会社化したOvako AB社（ス

ウェーデンに本社を置く特殊鋼メーカー。以下「Ovako」という。）との３社連携も視野に、両社の特殊鋼事業の

強化とグローバル事業推進体制の構築についての検討を進めてきた。今般、両社は、本子会社化の具体的な方法、

当社の山陽特殊製鋼に対する出資の条件等について協議が整ったことから、平成30年８月２日開催のそれぞれの取

締役会決議に基づき、同日付で、契約（以下「本子会社化等に関する契約」という。）を締結した。

今後、両社は、本子会社化等に関する契約に基づき、平成31年３月28日に、以下の取引を実施する予定である。

①山陽特殊製鋼がOvako株式（Ovakoの完全親会社であるTriako Holdco AB（所在地: c/o Ovako AB, Box

1721,111 87 Stockholm, Sweden）の発行済株式をいう。以下同じ。）の全部の取得のための資金調達を目的

に行う、当社を引受人とする第三者割当増資（以下「本第三者割当増資」という。）。これにより、当社の山

陽特殊製鋼に対する議決権所有割合が、本第三者割当増資前の15.3％から51.5％（平成30年３月31日現在の山

陽特殊製鋼の株主名簿を基準に算出しており、また、当社の連結子会社による間接所有分を含む。）となり、

その結果、山陽特殊製鋼は当社の連結子会社となる。

②当社から山陽特殊製鋼に対するOvako株式の全部の譲渡（以下「本株式譲渡」といい、本子会社化と併せて

「本子会社化等」という。）

本子会社化等は、本子会社化について国内外の競争当局の承認を得られること、本第三者割当増資について平成

31年２月に開催予定の山陽特殊製鋼臨時株主総会での御承認を得られること等を条件としている。

　

２．本子会社化等の目的等

世界の鉄鋼マーケットは、長期的には需要の着実な増加が見込まれる一方、日本国内の人口減少、世界的な保護

主義化の動き、お客様のグローバル展開に伴う現地調達化の進展、自動車の車体軽量化・高強度化ニーズの高ま

り、EVなどの新エネルギー車の普及、再生可能エネルギーの利用拡大、製造業・サービス業におけるロボット活用

など、社会・産業構造の変化に直面している。

このような中、当社及び山陽特殊製鋼が手がける特殊鋼製品は、自動車・産業機械・風力発電・ロボット等の

様々な産業における重要部品の素材として使用されており、今後も堅調な需要の伸びが期待されるとともに、高品

質な特殊鋼製品のニーズはより一層高まっていくものと考えられる。一方、特殊鋼マーケットにおける国内外の競

争は激化しており、技術力・商品開発力・コスト競争力を強化し、国内外の競合者に対する優位性を強化・拡大す

ることが、両社の特殊鋼事業にとって必要であると認識している。

両社は、自動車分野をはじめとした国内外のお客様のグローバル化の進展及び高品質な特殊鋼製品のニーズに応

え、それぞれの特殊鋼事業の中長期的な競争力強化を実現するためには、Ovakoを含めた３社の事業基盤と技術

力・商品開発力・コスト競争力を融合することにより、グローバル事業展開に向けた体制整備と高品質な特殊鋼製

品への対応力強化を進めることが必要であると考え、その具体的な方法として、山陽特殊製鋼を当社の連結子会社

とすること及び当社の完全子会社であるOvakoを山陽特殊製鋼の完全子会社とすることを決定した。

これにより、当社は、山陽特殊製鋼をグループに加えることで、特殊鋼事業における国内主要製造拠点である八

幡製鐵所、室蘭製鐵所等を含めた特殊鋼分野全体での最適生産体制の構築や資機材等の調達コスト削減を進め、当

社グループの強みである技術力・コスト競争力を一層高めていく。

また、山陽特殊製鋼は、当社グループの一員となることで、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図るた

めのより安定した経営基盤を構築するとともに、欧州における有数の特殊鋼メーカーであるOvakoとの一体的な事

業運営が可能となり、両社の強みである世界トップレベルの高清浄度鋼製造技術の融合、営業・販売・物流ネット
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ワークの相互活用等を通じて、グローバルマーケットにおける特殊鋼製品とりわけ軸受鋼分野での更なる競争力強

化を図っていく。

当社及び山陽特殊製鋼は、本子会社化等の実現により、新たに山陽特殊製鋼を加えた当社グループとして「総合

力世界No.1の鉄鋼メーカー」の地位を強化し、持続的な成長と中長期的な企業価値の向上を図っていく。

　

３．山陽特殊製鋼の概要（平成30年３月31日現在）

（１） 名称 山陽特殊製鋼株式会社

（２） 所在地 兵庫県姫路市飾磨区中島字一文字3007番地

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 樋口 眞哉

（４） 事業内容 鋼材事業（特殊鋼製品の製造・販売）、粉末事業、素形材事業

（５） 資本金 201億円

（６） 設立年月日 昭和10年1月

（７） 発行済株式総数 33,424,807株

（８） 平成30年３月期の経営成績及び財政状態（連結）

純資産 1,289億円

総資産 2,102億円

売上高 1,574億円

営業利益 109億円

経常利益 106億円

親会社株主に帰属する当期純利益 70億円

　

４．当社が取得する山陽特殊製鋼株式の取得価額及び取得後の持分等

（１）山陽特殊製鋼による本第三者割当増資の内容

山陽特殊製鋼による本第三者割当増資の内容は、以下のとおりであり、全額を当社が引き受ける。

① 払込期日 平成30年12月１日から平成31年11月30日まで *1

② 発行新株式数 普通株式24,012,500株

③ 発行価額 １株につき2,800円

④ 調達資金の額 67,235,000,000円

⑤
募集又は割当方法

（割当予定先）

第三者割当の方法による。

（当社 24,012,500株）

⑥ その他

本第三者割当増資については、金融商品取引法に基づき提出する有価証券届出書

の効力が発生していること、本子会社化について国内外の競争当局の承認が得ら

れること及び平成31年２月に開催予定の山陽特殊製鋼の臨時株主総会での承認が

得られること等を条件としている。当該有価証券届出書の効力発生後、当社と山

陽特殊製鋼は募集株式引受契約を締結し、当社が募集株式を引き受ける。

*1 本第三者割当増資に関して、山陽特殊製鋼は、平成30年12月１日から平成31年11月30日までを会社法上の募集

事項における払込期間として決議しており、当該払込期間を払込期日として記載している。払込期間を平成30

年12月１日から平成31年11月30日までと広く設定している理由は、本子会社化に係る競争法上の許認可等が必

要となる国又は地域において競争当局の企業結合に関する承認を取得することが必要となることが想定され、

当該承認が得られ、（待機期間がある場合には）待機期間が経過することが本第三者割当増資の払込みの実施

の前提条件とされているところ、平成30年８月２日時点では当該承認の取得の時期及び待機期間の終了時期が

確定できないためである。また、山陽特殊製鋼の臨時株主総会の開催時期として平成30年８月２日時点では払

込期間内の平成31年２月を予定しているが、当該承認の取得の時期及び待機期間の終了時期が確定次第、当該

開催時期を決定する。なお、当社及び山陽特殊製鋼は、平成30年８月２日時点では、本子会社化等に関する契

約において、平成31年３月28日付での本第三者割当増資の払込みの実施を予定している。
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（２）当社が取得する株式の数、取得価額及び取得前後の保有株式の状況

① 異動前の保有株式数

4,905,481株（間接保有分54,137株を含む。）

（議決権の数：49,054個（間接所有分541個を含む。）

（議決権所有割合：15.3％（間接所有分0.2％を含む。）

② 取得株式数
24,012,500株

（議決権の数：240,125個）

③ 取得価額 山陽特殊製鋼の普通株式 67,235,000,000円

④ 異動後の保有株式数

28,917,981株（間接保有分：54,137株）

（議決権の数：289,179個（間接所有分541個を含む。）

（議決権所有割合：51.5％（間接所有分0.1％を含む。）

５．当社によるOvako株式の山陽特殊製鋼への譲渡

（１）本株式譲渡の理由及び方法

Ovakoは、欧州向けを中心に特殊鋼製品を製造・販売し、軸受鋼等で世界トップレベルの高清浄度鋼製造技術と

同地域最大規模の生産能力を有する特殊鋼メーカーであり、当社は、平成30年６月１日にOvako株式の全部を取得

し、Ovakoを完全子会社とした。

上記「２．本子会社化等の目的等」記載のとおり、当社及び山陽特殊製鋼は、山陽特殊製鋼を当社の連結子会社

とすることと併せ、Ovakoを山陽特殊製鋼の完全子会社とすることにより、自動車分野をはじめとした国内外のお

客様のグローバル化の進展及び高品質な特殊鋼製品ニーズに応えるために、当社、山陽特殊製鋼及びOvakoが技

術・営業等に関する緊密な連携を行うことで、３社の強みを融合し、中長期的な競争力を強化できると判断し、今

般、当社が保有するOvako株式の全部を山陽特殊製鋼に譲渡し、Ovakoを山陽特殊製鋼の完全子会社とすることを含

む本子会社化等に関する契約を平成30年８月２日締結した。

（２）Ovakoの概要（連結ベース）

名称 Ovako AB

事業内容 特殊鋼及び二次加工製品の製造・販売

所在地 スウェーデン（本社）

代表者 Marcus Hedblom （CEO）

販売量（平成29年度） 78万t

売上高（平成29年度） 921百万ユーロ （約1,200億円*1）

総資産（平成29年度） 743百万ユーロ （約970億円*1）

従業員数（平成29年度） 約3,000名

*1 為替レート前提 130円/ユーロ
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（３）譲渡株式数、譲渡価格及び譲渡前後の保有株式の状況

① 譲渡前の当社の保有株式数 100,000株（保有割合：100.0％）

② 譲渡株式数 100,000株

③ 譲渡価額 67,235,000,000円

④ 譲渡後の当社の保有株式数 0株（保有割合：－％）

また、第93期有価証券報告書で開示しております以下の契約につきましては、それぞれ契約期限を延長致しまし

た。

契約会社名 相手方当事者 国名 内容 契約年月日 契約期限

当社 POSCO 韓国
基礎的技術開発、第三国における合
弁事業、IT等に係る協力関係の構築
に関する戦略的提携契約

平成12年８月
２日
但し、平成 27
年７月31日に改
訂

平成33年８月１日
但し、３年毎の
自動更新条項あ
り

当社 POSCO 韓国 連携深化に関する契約

平成18年10月20
日
但し、平成27年
７月31日に改訂

平成33年８月１日
但し、３年毎の
自動更新条項あ
り
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 2,000,000,000

計 2,000,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 950,321,402 950,321,402

東京、名古屋
（以上第一部上場）
福岡、札幌各証券取
引所

完全議決権株式
単元株式数は100株です。

計 950,321,402 950,321,402 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

　 該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成30年９月30日 － 950,321,402 － 419,524 － 111,532
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(5) 【大株主の状況】
平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住 所
所有株式数
(百株)

発行済株式
(自己株式を除
く。)の総数に
対する所有株式
数の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 東京都港区浜松町2-11-3 412,633 4.7

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託
口）

東京都中央区晴海1-8-11 409,859 4.6

日本生命保険(相)
（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行
㈱）

東京都千代田区丸の内1-6-6
（東京都港区浜松町2-11-3）

245,324 2.8

住友商事㈱ 東京都千代田区大手町2-3-2 182,690 2.1

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口
５）

東京都中央区晴海1-8-11 172,521 2.0

㈱みずほ銀行
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行㈱）

東京都千代田区大手町1-5-5
（東京都中央区晴海1-8-12）

162,998 1.8

㈱三井住友銀行 東京都千代田区丸の内1-1-2 146,470 1.7

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口
９）

東京都中央区晴海1-8-11 143,067 1.6

明治安田生命保険(相)
（常任代理人 資産管理サービス信託銀行㈱）

東京都千代田区丸の内2-1-1
（東京都中央区晴海1-8-12）

139,607 1.6

㈱三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内2-7-1 136,554 1.5

計 － 2,151,726 24.3

(注)１ ㈱みずほ銀行は、上記以外に当社株式22,350百株（持株比率0.3%）を退職給付信託設定している。

２ ㈱三井住友銀行は、上記以外に当社株式66,381百株（持株比率0.8%）を退職給付信託設定している。

３ 上記のほか、当社所有の自己株式664,448百株（持株比率7.5%）がある。

４ 平成30年４月16日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書に係る変更報告書において、㈱三菱ＵＦＪ

フィナンシャル・グループが平成30年４月９日現在で以下の株式を所有している旨が記載されているものの、

当社としては、上記の表中に記載の㈱三菱ＵＦＪ銀行を除き、当第２四半期会計期間末現在における実質所

有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、大量保有報告書に係る変更報告書の内容は以下のとおりです。

氏名又は名称
所有株券等の数

（百株）
株券等所有割合

（％）

㈱三菱ＵＦＪ銀行 136,554 1.4

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 260,599 2.7

三菱ＵＦＪ国際投信㈱ 40,777 0.4

三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券㈱ 23,595 0.2

合計 461,525 4.9
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
普通株式

― 単元株式数は100株です。
67,665,700

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,751,124 単元株式数は100株です。
875,112,400

単元未満株式
普通株式

― ―
7,543,302

発行済株式総数 950,321,402 ― ―

総株主の議決権 ― 8,751,124 ―

(注) １ 上記「完全議決権株式（自己株式等）」の欄には、自己株式66,444,800株、相互保有株式1,220,900株（退

職給付信託に拠出されている当社株式437,000株を含む）が含まれている。

２ 上記「完全議決権株式（その他）」の欄には、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に当社が所有

していない株式500株及び証券保管振替機構名義の株式7,500株（議決権75個）が含まれている。

３ 上記「単元未満株式」の「株式数(株)」の欄には、以下の自己株式及び相互保有株式並びに証券保管振替機

構名義の株式24株が含まれている。また、株主名簿上は当社名義になっているが、実質的に当社が所有して

いない株式94株が含まれている。

当社56株、㈱テツゲン７株、黒崎播磨㈱58株、㈱スチールセンター41株、共英製鋼㈱50株、大同商運㈱58株
　

② 【自己株式等】
平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)

当社 東京都千代田区丸の内2-6-1 66,444,800 － 66,444,800 6.99

(相互保有株式)

ＮＳユナイテッド海運㈱ 東京都千代田区大手町1-5-1 620,000 － 620,000 0.07

㈱テツゲン 東京都千代田区富士見1-4-4 96,300 － 96,300 0.01

黒崎播磨㈱ 北九州市八幡西区東浜町1-1 37,300 － 37,300 0.00

㈱スチールセンター 東京都千代田区内神田3-6-2 12,900 － 12,900 0.00

光和精鉱㈱ 北九州市戸畑区中原字先ノ浜46-93 10,000 － 10,000 0.00

共英製鋼㈱ 大阪市北区堂島浜1-4-16 7,300 － 7,300 0.00

大同商運㈱ 尼崎市杭瀬南新町3-2-1 100 － 100 0.00

計 67,228,700 － 67,228,700 7.07

(注)１ 上記のほか、退職給付信託に拠出されている当社株式437,000株を含めて完全議決権株式(自己株式等)は

67,665,700株である。

２ 上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが、実質的に当社が所有していない株式500株がある。
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２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府

令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 108,782 135,968

受取手形及び売掛金 678,579 661,700

たな卸資産 ※ 1,380,003 ※ 1,508,364

その他 233,902 255,107

貸倒引当金 △1,766 △1,514

流動資産合計 2,399,500 2,559,626

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 759,716 770,004

機械装置及び運搬具（純額） 1,131,993 1,202,755

その他（純額） 983,250 977,710

有形固定資産合計 2,874,959 2,950,469

無形固定資産 84,972 113,421

投資その他の資産

投資有価証券 871,399 838,733

関係会社株式 1,069,688 1,025,310

退職給付に係る資産 116,573 118,429

その他 112,982 150,829

貸倒引当金 △3,726 △4,889

投資その他の資産合計 2,166,917 2,128,414

固定資産合計 5,126,850 5,192,305

資産合計 7,526,351 7,751,931

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 775,126 767,005

短期借入金 300,632 371,778

コマーシャル・ペーパー 76,000 210,000

1年内償還予定の社債 85,700 60,700

未払法人税等 43,916 48,348

引当金 1,508 3,423

その他 803,197 721,338

流動負債合計 2,086,080 2,182,593

固定負債

社債 209,996 229,998

長期借入金 1,380,660 1,458,773

引当金 4,991 4,554

退職給付に係る負債 166,152 163,479

その他 162,967 164,879

固定負債合計 1,924,768 2,021,685

負債合計 4,010,849 4,204,279
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 419,524 419,524

資本剰余金 386,865 387,249

利益剰余金 2,076,769 2,182,732

自己株式 △132,162 △132,188

株主資本合計 2,750,997 2,857,318

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 313,116 295,991

繰延ヘッジ損益 △2,107 390

土地再評価差額金 3,001 2,966

為替換算調整勘定 △4,898 △60,325

退職給付に係る調整累計額 85,341 90,709

その他の包括利益累計額合計 394,453 329,732

非支配株主持分 370,050 360,600

純資産合計 3,515,501 3,547,652

負債純資産合計 7,526,351 7,751,931
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 2,745,096 2,903,468

売上原価 2,396,943 2,550,811

売上総利益 348,152 352,656

販売費及び一般管理費 ※ 248,154 ※ 265,943

営業利益 99,997 86,713

営業外収益

受取利息 2,561 2,741

受取配当金 9,376 10,871

持分法による投資利益 64,472 69,731

その他 18,071 20,473

営業外収益合計 94,481 103,819

営業外費用

支払利息 10,524 8,991

固定資産除却損 8,267 10,962

その他 18,052 19,033

営業外費用合計 36,844 38,987

経常利益 157,634 151,545

特別利益

投資有価証券売却益 - 28,749

特別利益合計 - 28,749

特別損失

設備休止関連損失 2,954 -

災害損失 - 21,039

特別損失合計 2,954 21,039

税金等調整前四半期純利益 154,679 159,255

法人税等 40,095 20,346

四半期純利益 114,583 138,908

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主
に帰属する四半期純損失（△）

15,430 △2,373

親会社株主に帰属する四半期純利益 99,153 141,282

決算短信（宝印刷） 2018年11月13日 09時49分 25ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 22 ―

【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益 114,583 138,908

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 44,469 △13,720

繰延ヘッジ損益 1,540 2,061

為替換算調整勘定 △1,484 △33,283

退職給付に係る調整額 12,849 4,593

持分法適用会社に対する持分相当額 △5,216 △23,576

その他の包括利益合計 52,158 △63,926

四半期包括利益 166,741 74,982

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 149,131 76,597

非支配株主に係る四半期包括利益 17,610 △1,614
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 154,679 159,255

減価償却費 164,804 184,332

受取利息及び受取配当金 △11,937 △13,613

支払利息 10,524 8,991

持分法による投資損益（△は益） △64,472 △69,731

投資有価証券売却損益（△は益） - △28,749

売上債権の増減額（△は増加） △2,534 32,508

たな卸資産の増減額（△は増加） △134,763 △141,803

仕入債務の増減額（△は減少） 17,504 △22,301

その他 99,981 29,088

小計 233,785 137,976

利息及び配当金の受取額 23,844 39,075

利息の支払額 △10,348 △9,112

法人税等の支払額 △33,237 △46,003

営業活動によるキャッシュ・フロー 214,045 121,936

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形及び無形固定資産の取得による支出 △200,503 △190,414

有形及び無形固定資産の売却による収入 3,382 1,504

投資有価証券の取得による支出 △1,090 △1,144

投資有価証券の売却による収入 2,658 41,161

関係会社株式の取得による支出 △1,622 △1,441

関係会社株式の売却による収入 5,141 2,943

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得によ
る支出

- △45,805

その他 △783 △9,371

投資活動によるキャッシュ・フロー △192,817 △202,568

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,925 60,529

コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減
少）

140,000 134,000

長期借入れによる収入 70,075 124,379

長期借入金の返済による支出 △86,402 △77,366

社債の発行による収入 20,000 60,000

社債の償還による支出 △80,000 △65,000

自己株式の取得による支出 △44 △19

配当金の支払額 △39,776 △35,355

非支配株主への配当金の支払額 △4,268 △4,842

その他 △31,144 △94,180

財務活動によるキャッシュ・フロー △5,636 102,143

現金及び現金同等物に係る換算差額 △402 △3,671

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 15,189 17,839

現金及び現金同等物の期首残高 91,391 111,779

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

3,207 -

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 109,788 ※ 129,618
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

該当事項はない。

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

(1)連結の範囲の重要な変更

当第２四半期連結累計期間において、取得を理由として28社を新たに連結の範囲に加えている。また、当第２四

半期連結累計期間において、清算（４社）、合併（２社）等を理由として７社を連結の範囲から除外している。

　変更後の連結子会社の数は398社である。

(2)持分法適用の範囲の重要な変更

　当第２四半期連結累計期間において、関連会社１社を新たに持分法適用の範囲に加えている。また、関連会社４

社を持分法適用範囲から除外している。

変更後の持分法適用関連会社の数は111社である。なお、持分法を適用している非連結子会社はない。

（会計方針の変更）

当第２四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

　「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号 平成30年２月16日）及び「繰延税金

資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成30年２月16日）を第１四半期連結会計

期間より適用している。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響はない。

　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税

金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税金等調整前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。

（追加情報）

　

当第２四半期連結累計期間

（自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示している。
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(四半期連結貸借対照表関係)

※ たな卸資産の内訳

(単位：百万円)

前連結会計年度
　(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
　(平成30年９月30日)

　 商品及び製品（半製品を含む） 684,509 817,802

　 仕掛品 69,461 88,064

　 原材料及び貯蔵品 626,031 602,497

(四半期連結損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要なもの

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日

　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日

　至 平成30年９月30日)

　 販売品運賃及び荷役等諸掛 60,331 73,326

　 給料手当及び賞与 66,249 68,647

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(単位：百万円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日

　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日

　至 平成30年９月30日)

　 現金及び預金勘定 106,707 135,968

　 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,131 △7,169

　 取得日から３ヶ月以内に償還期限の
　 到来する有価証券

4,212 818

　 現金及び現金同等物 109,788 129,618
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(株主資本等関係)

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月27日
定時株主総会

普通株式 39,776 45 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月27日
取締役会

普通株式 26,517 30 平成29年９月30日 平成29年11月30日 利益剰余金

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１.配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月26日
定時株主総会

普通株式 35,355 40 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の
総額

(百万円)

１株当たり
配当額
(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月２日
取締役会

普通株式 35,355 40 平成30年９月30日 平成30年12月３日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注1)

四半期連結損益
計算書計上額

(注2)製鉄
エンジニア
リング

化学 新素材
システム
ソリュー
ション

売上高 2,438,026 134,113 98,398 17,914 116,535 2,804,989 △59,892 2,745,096

セグメント利益
（経常利益）

128,732 1,996 9,367 1,149 10,750 151,995 5,639 157,634

（注）１．セグメント利益の調整額5,639百万円には、新日鉄興和不動産㈱の持分法による投資利益4,605百万円及びセ

グメント間取引消去等1,034百万円が含まれている。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はない。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計
調整額
(注1)

四半期連結損益
計算書計上額

(注2)製鉄
エンジニア
リング

化学 新素材
システム
ソリュー
ション

売上高 2,557,087 161,303 105,756 20,200 124,668 2,969,015 △65,547 2,903,468

セグメント利益
（経常利益）

126,644 2,924 12,563 1,275 11,500 154,907 △3,362 151,545

（注）１．セグメント利益の調整額△3,362百万円には、新日鉄興和不動産㈱の持分法による投資利益3,908百万円及び

セグメント間取引消去等△7,270百万円が含まれている。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っている。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はない。
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(有価証券関係)

Ⅰ 前連結会計年度末（平成30年３月31日）

その他有価証券

(単位：百万円)

種類 取得原価
連結貸借対照表

計上額
差額

（1） 株式 348,255 743,558 395,303

（2） 債券 23 23 △0

（3） その他 52,725 96,996 44,270

合計 401,004 840,578 439,573

Ⅱ 当第２四半期連結会計期間末（平成30年９月30日）

その他有価証券

(単位：百万円)

種類 取得原価
四半期連結貸借
対照表計上額

差額

（1） 株式 335,902 721,671 385,769

（2） 債券 23 22 △0

（3） その他 52,725 86,790 34,064

合計 388,651 808,485 419,833

決算短信（宝印刷） 2018年11月13日 09時49分 32ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 29 ―

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益 112円33銭 160円07銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益 99,153百万円 141,282百万円

普通株主に帰属しない金額 ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

99,153百万円 141,282百万円

普通株式の期中平均株式数 882,639,519株 882,605,722株

　（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。
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(重要な後発事象)

該当事項はない。
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２ 【その他】

　

剰余金の配当（第２四半期末）

　平成30年11月２日開催の取締役会において、平成30年９月30日現在の株主名簿に記録の株主又は登録質権者に対

し、次のとおり剰余金の配当（第２四半期末）を行うことを決議致しました。

　①配当金の総額 353億円

　②１株当たりの金額 40円

　③支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月３日

重要な訴訟事件等

第二次世界大戦中に日本製鐵㈱で働いていたと主張する韓国人元徴用工４名が、韓国において当社を被告に提起

した損害賠償請求訴訟に関し、平成30年10月30日、韓国大法院（最高裁判所）は、当社の上告を棄却（当社敗訴）

する判決（原告４名に対し合計４億ウォン（約４千万円）及び遅延利息の支払いを命ずるもの。）を下しました。

当社は、日本政府の対応状況等もふまえ、適切に対応致します。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年11月９日

新日鐵住金株式会社

代表取締役社長 進藤 孝生 殿

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 小 堀 孝 一

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 田 中 弘 隆

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 蓮 見 貴 史

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新日鐵住金株式

会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成30年７月１日から

平成30年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成30年４月１日から平成30年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャ

ッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新日鐵住金株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

決算短信（宝印刷） 2018年11月13日 09時49分 37ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成30年11月９日

【会社名】 新日鐵住金株式会社

【英訳名】 NIPPON STEEL & SUMITOMO METAL CORPORATION

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 進 藤 孝 生

【最高財務責任者の役職氏名】 　－

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内二丁目６番１号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

株式会社名古屋証券取引所

(名古屋市中区栄三丁目８番20号)

証券会員制法人福岡証券取引所

(福岡市中央区天神二丁目14番２号)

証券会員制法人札幌証券取引所

(札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 進藤孝生は、当社の第94期第２四半期（自 平成30年７月１日 至 平成30年９月30日）の

四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認致しました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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